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書 評 
Ⅰ  本書は、全国女性税理士連盟元会長
（ 年  月現在・相談役、日本税法学会
研究委員）である著者が、これまでに発表
した約  編に及ぶ論文をもとに、現在の視
点と資料を加えて編集された研究書である。
 「あとがき」によれば、著者は裁判所に
 年間勤務し、その間結婚、出産、また中
央大学の通信教育で法律学を学んだ。次男
の出産を機に退職し、家事、育児、そして
公認会計士であった夫の手伝いをしながら、
１年１科目の合格を目標に税理士試験を受
験した。税理士となってからは、全国婦人
税理士連盟に入り、妻の法的地位の向上に
取り組んだとのことである。
 活動の原点にあるのは、日本国憲法の施
行である。天賦の人権である「基本的人権
は、侵すことのできない永久の権利」（
条）であること、「両性の本質的平等」（
条  項）、「夫婦が同等の権利を有する」（同
条  項）ことが謳われ、国民の生存権が保
障されたこと（ 条）、これらの条文に接
したときに「本当に感動した」という。当
時はあまりにも両性が不平等であることを
目のあたりにしていた実体験があったため
であった。その後、憲法  条が著者の生活
のバックボーンとなり、「両性の本質的平等」
の実現のために関わることがライフワーク
になったということである。
 著者の研究領域は、税法、家族法、社会
保障が交錯している分野である。税法につ
いては木村弘之亮教授、家族法については
故人見康子先生との共著があり、また、社
会保障については江口隆裕教授から指導を
受け、 歳代で筑波大学大学院ビジネス科
学研究科修士課程を修了している。
 評者の研究対象と重なるので、以下、そ
の概要を示すことにしたい。

Ⅱ 本書は、４部で構成されている。第１
部では、家族法とそれにかかわる税法を取
り上げている。次に、第２部では、家族の
変容と社会保障を検討している。そして、
第３部では、社会保障制度と税制について、
また第４部では、平等に関する訴訟として、
夫婦の氏に関する訴訟、婚外子訴訟を取り
上げている。
 「第１部 女性の自立と家族法・税法」
は、６章で構成されている。まず、「第１章
婚姻と夫婦財産制」（初出：「日本の裁判例
にみる夫婦財産制と租税法」人見康子・木
村弘之亮編『家族と税制〔租税法研究双書
４〕』〔弘文堂、 年〕、「夫婦財産制の現
状と課題」税研  号〔 年〕、「税法と
ジェンダー」ジェンダー法学会編『講座 ジ
ェンダーと法２』〔日本加除出版、年〕）
では、民法の夫婦財産制の規定をイギリス、
アメリカ、フランス、ドイツ、スウェーデ
ン、中国、ロシアの制度と比較しながら、
歴史的に検討し、実質的平等が図られてい
るか考察している。民法上は、規定の解釈
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（追記） 
 本稿は、冨山禎信と井沢良智の共同研究として
いるが、実質的な執筆は冨山が進めた。中小企業
の動機付けや離職を巡っての議論と将来の展望に
ついて両者で活発に意見を展開した。共著はそう
した議論をもととした研究ノートである。 
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の進展により、夫婦の財産上の平等が考え
られているが、税法上は「自己の名により」
取得しない限り、配偶者の収入を他方の名
義にすると、贈与税の対象になる問題を論
じている。
 「第２章 夫婦間不平等に対する補完制
度」（初出：「税法とジェンダー」ジェンダ
ー法学会編・前掲）では、実質的夫婦間不
平等に対して補完する役割を果たしている
とされる民法上の制度として、財産分与請
求権、配偶者相続権、また税法上の制度と
しては、贈与税の配偶者控除、配偶者に対
する相続税軽減等をとりあげている。
 「第３章 離婚に伴う財産分与と課税」
（初出：「日本の裁判例にみる夫婦財産制と
租税法」人見・木村編・前掲、「離婚に伴う
財産分与資産の譲渡対価と取得費」山本守
之・守之会編『検証 納税者勝訴の判決』
〔税務経理協会、 年〕）は、夫婦間不
平等を補完する重要な制度として、審判
例・裁判例をとおして、財産分与請求権の
解釈がどのように変わってきたか検証して
いる。また、税法上の問題として、譲渡所
得課税のあり方を検討している。
 「第４章 課税単位」（初出：「夫婦財産
制の現状と課題」税研  号、「日本の裁判
例にみる夫婦財産制と租税法」人見・木村
編・前掲）では、法定夫婦財産制、課税単
位の沿革、諸外国の課税単位・申告方式と
比較しながら検討している。
 「第５章 親族が事業から受ける対価」
（初出：「親族が事業から対価を受ける場合
の『生計を一にする』」日本税理士会連合
会編・山本守之・守之会著『検証 税法上
の不確定概念』〔中央経済社、 年〕）は、
戦後、課税単位が世帯単位から個人単位に
改正されたが、その例外の一つとして親族
が事業から受ける対価の問題（所得税法 
条）をとりあげ、配偶者の財産形成が損な
われていると指摘する。
「第６章 人的控除としての配偶者控除」
（初出：「配偶者控除廃止の代替案と児童手
当」税経通信  年  月号、「配偶者控除
見直し案を考える」税研  号〔 年〕）
は、個人単位課税の例外としての配偶者控
除について、夫婦財産制、課税単位との関
係を検討し、最終的には廃止して、基礎控
除・特別基礎控除で対応すべきことを主張
する。
「第２部 家族の変容と社会保障」では、
経済社会の変化に伴う家族・家族関係の変
容が、家族の扶養・介護にも大きく影響を
与え、さらに急速な少子超高齢化に突入し、
わが国の社会保障制度・税制が時代の要請
に適応しているかという観点から（「第１章
家族の変容」）、生活保護（「第２章 私的扶
養から公的扶養へ」）、年金（「第３章 公的
年金」）、介護の問題について論じている。
 「第４章 引取扶養から公的介護へ」で
は、「嫁の手から社会の手へ」と、女性がど
のような運動により介護保険制度を導入さ
せるにいたったか、これに対して政府の対
応はどうであったか、また意図した制度が
実現されているか、論じている。
 また、「第５章 介護保険と医療費控除」
（初出：「高齢者『引取介護』から『介護の
社会化』へ」税法学  号〔 年〕）で
は、税の問題として、介護保険にかかる医
療費控除の問題点を検討している。医療費
控除は立法当時の内容と大きく異なってき
ているとして、医療および介護にかかる医
療費控除の対象について見直すべきである
とする。回復可能な場合の介護費用と、回
復不可能な場合の介護費用は区別し、後者
は障害者控除の対象とすべきであると指摘
している。
 「第３部 社会保障制度と税制」は、２
章で構成されている。まず、「第１章 社会
保障制度と税制、公債問題」（初出：「社会
保険料の負担者と料率等決定のあり方につ
いて」税法学  号〔 年〕）は、社会
保険料の負担者とその問題点、税の関係を
考察している。また、財政面から、少子超
高齢化社会における公債問題をとりあげ、
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国の債務残高から負担と給付の問題を考察
している。
「第２章 少子化対策としての税額控除、
手当等」（初出：「配偶者控除廃止の代替案
と児童手当」税経通信  年  月号、「少
子化対策の視点から」税経通信  年  月
号）は、子どもの問題に焦点をあて、少子
化対策や諸外国の制度を検討している。
 「第４部 平等に関する訴訟」は、「第１
章 夫婦の氏に関する訴訟」で、氏の法的
性格、沿革、諸外国の立法例、各世論調査
をふまえ、通称使用訴訟（東京地判平成 
年  月  日）を検討している。
 また、「第２章 婚外子訴訟」（初出：守
之会論文集  号〔 年〕）では、非嫡出
子の法定相続分を嫡出子の  分の  とした
民法旧  条  号ただし書の合憲性につい
て論じ、最大決平成  年  月  日および最
大決平成  年  月  日、そして税法の対応
について検討している。

Ⅲ 巻末には、「夫の収入の半分は妻のもの
である −故我妻栄先生のお言葉−」（初出：
「我妻先生の訃報を聞いて」税政連  号
〔 年〕）が収められている。そこでは
著者が、全国婦人税理士連盟の総会決議に
もとづく民法改正に関する要望書を提出す
るため、昭和  年、当時法制審議会民法部
会の会長であった故我妻榮先生を法務省に
たずねたときのことが紹介されている。
 我妻先生は、夫の収入の半分は妻のもの
であるという旨のことをはっきりとおっし
ゃったという。しかし、資本主義社会にお
いては、共有では社会生活上色々と支障も
出てくるので条文上には表すことができな
い。したがって、民法第  条（婚姻中自
己の名で得た財産は、その特有財産とする）
は改正できないが、実質上の共有というこ
とは相続において実現させることが可能で
あるから、相続法の改正のほうに全力をそ
そぐように、とおっしゃったということで
ある。
 「大蔵省は、すぐ民法がこうだから出来
ないという。しかし、これはいいのがれで
す。税法は税法の立場でどんどん進めて行
けばいいのです。」
 このような言葉を我妻先生から直接いた
だいたということも、著者の活動の原動力
になっていることであろう。
 本書は、著者の研究活動の集大成であり、
一読を勧めたい。
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